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注）平成７年度から身障者及び65歳以上は無料となる。
注）平成13年７月１日から文学館・美術館の共通入場券を発売する。(常設展のみ）�
注）平成14年度から小中高生は、全ての土曜日が無料となる。
注）平成14年度から野外研修施設は峡中地域振興局の管轄となる。
注）平成17年度から野外研修施設は文学館の管轄となる。
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観覧者合計

4館共通観覧券

定期観覧券

教 育 課 程

ク ー ポ ン

身 障 者

有料入館者計

無料入館者計

観覧者合計

件 数

利 用 人 数

件 数

利 用 人 数
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6．館利用状況
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●企画展観覧者数

区分

計

個　　　人 団　　　体

小中生一般 高大生 小中生一般 高大生

教育

課程

有料

クー

ポン

券

４館
共通
観覧
券

文学
館定
期観
覧券

有料

入館

者計

無料

入館

者計

観覧

者

合計

一日

平均

1,550 69 331,565 142 228 179 21 0 0 2273,7873,7577,544 146

教育

課程

無料

　開館２０周年記念　太宰治生誕１００年　　平成21年５月２日～６月28日　52日間

●特設展観覧者数

　開館２０周年記念　H.C.アンデルセン「人魚のお姫さま」－青い瞳の涙－

　　観覧者合計：　3,027名（常設展観覧者合計の内数）　　

区分

計

個　　　人 団　　　体

小中生一般 高大生 小中生一般 高大生

教育

課程

有料

クー

ポン

券

４館
共通
観覧
券

文学
館定
期観
覧券

有料

入館

者計

無料

入館

者計

観覧

者

合計

一日

平均

554 23 13 903 28 240 131 11 295 0 1612,1984,2516,449 110

教育

課程

無料

　開館２０周年記念　樋口一葉と甲州　平成21年９月19日～11月23日　59日間

平成21年７月18日～８月23日　36日間

●収蔵品展観覧者数

　開館２０周年記念　収蔵名品展　直筆のメッセージ

　　観覧者合計：　3,007名（常設展観覧者合計の内数）　　

平成21年12月２日～平成22年２月28日　44日間
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7．関係法規
○山梨県立文学館設置及び管理条例

（平成元年３月27日　条例第10号）　 

　

　最終改正　平成20年３月28日条例第19号

（設置）

第１条　文学に関する県民の知識を深め、教養の向上

　を図り、もって県民文化の発展に寄与するため、文

　学館を設置する。

（名称及び位置）

第２条　文学館の名称及び位置は、次のとおりとする。

　名称　山梨県立文学館

　位置　甲府市

（事業）

第３条　山梨県立文学館（以下「文学館」という。）は、

　次に掲げる事業を行う。

一　文学に関する書籍、原稿、文献、写真、フィル

ムその他の資料及び文学者の遺品等（以下「文

学資料等」という。）を収集し、保管し、展示し、

及び閲覧に供すること。

二　文学資料等の調査研究を行うこと。

三　文学に関する講演会、講習会、映写会、研究会

　　等を開催すること。

四　文学資料等の利用に関し、必要な助言、指導等

　　を行うこと。

五　研修室、講堂及び研究室を一般の使用に供する

　　こと。

六　その他文学館の設置の目的を達成するため必要

　　な事業

（職員）

第４条　文学館に、館長その他の職員を置く。

（指定管理者による管理)

第５条　教育委員会は、地方自治法(昭和22年法律第

　67号）第244条の２第３項の規定により、教育委

　員会が指定する法人その他の団体（以下「指定管理

　者」という。）に文学館の管理を行わせるものとする。

（指定管理者が行う業務の範囲)

第６条　指定管理者は、次に掲げる業務を行うものと

　する。

　一　利用の承認（第11条第１項及び第二項の承認

　　　を除く。）に関する業務

　二　施設及び設備器具の維持保全に関する業務

　三　第３条第五号に掲げる事業に関する業務

　四　前三号に掲げるもののほか、教育委員会が必要

　　　と認める業務

（指定の手続)

第７条　指定管理者の指定を受けようとするものは、

　教育委員会規則で定めるところにより、申請書に事

　業計画書その他の書類を添付して、教育委員会が定

　める日までに教育委員会に提出しなければならない。

２　教育委員会は、前項の規定による申請書の提出が

あったときは、次に掲げる基準により指定管理者の候

補者を選定し、議会の議決を経て指定管理者に指定す

るものとする。

　一　事業計画の内容が、文学館の効用を発揮するこ

　　　とができるものであること。

　二　事業計画の内容が、文学館の適正かつ効率的な

　　　管理を図ることができるものであること。

　三　事業計画に沿った管理を安定して行うために必

　　　要な人的能力及び経理的基礎を有していること。

（休館日)

第８条　文学館の休館日は、次に掲げるとおりとする。

　ただし、第一号又は第二号に掲げる日が１月２日、

　同月３日又は４月30日から５月５日までの日であ

　る場合には、休館日としないものとする。

　一　月曜日（この日が国民の祝日に関する法律（昭

　　　和23年法律第178号）に規定する休日（以下

　　　「休日」という。）である場合を除く。)

　二　休日の翌日（この日が日曜日である場合を除く。)

　三　12月29日から翌年の１月１日までの日

　四　１月の第２火曜日（この日が１月８日である場

　　　合にあっては第３火曜日）から翌週の月曜日ま

　　　での日

２　前項の規定にかかわらず、指定管理者は、教育委

　員会の承認を受けて、臨時に休館日に開館し、又は

　休館日以外の日に休館することができる。

（開館時間等)

第９条　文学館（研修室、講堂、閲覧室及び研究室を

　除く。）の開館時間は、午前９時から午後５時まで

　とする。

２　文学館の研修室及び講堂の利用時間は、午前９時

　から午後９時までとする。

３　文学館の閲覧室及び研究室の利用時間は、次の各

　号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号に定める

　とおりとする。

　一　次号に掲げる日以外の日　午前９時から午後７

　　　時まで

　二　日曜日、土曜日又は休日　午前９時から午後６

　　　時まで

４　前３項の規定にかかわらず、指定管理者は、教育

　委員会の承認を受けて、開館時間又は利用時間を変

　更することができる。

（観覧の承認等)

第10条　文学館に展示されている文学資料等（教育委

　員会が指定するものに限る。）を観覧しようとする

　者は、指定管理者の承認を受けなければならない。

２　指定管理者は、前項の規定により観覧の承認を受

　けようとする者が次の各号のいずれかに該当すると

　きは、承認しないものとする。

　一　公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがある

　　　と認められるとき。
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　二　施設、設備器具又は文学資料等を損傷するおそ

　　　れがあると認められるとき。

　三　前二号に掲げる場合のほか、管理上支障がある

　　　と認められるとき。

３　第１項の承認を受けた者は、別表第１に定める額

　の観覧料を納付しなければならない。

（利用の承認等)

第11条　文学館に保管されている文学資料等（教育委

　員会が指定するものを除く。）を閲覧しようとする

　者は、教育委員会の承認を受けなければならない。

２　文学館に展示され、又は保管されている文学資料

　等（教育委員会が指定するものを除く。）を撮影し

　ようとする者は、教育委員会の承認を受けなければ

　ならない。

３　前項の承認を受けた者は、別表第２に定める額の

　利用料を納付しなければならない。

４　前条第２項の規定は、第１項及び第２項の承認に

　準用する。この場合において、同条第２項中「指定

　管理者」とあるのは、「教育委員会」と読み替える

　ものとする。

（研修室等の使用の承認等)

第12条　文学館の研修室、講堂又は研究室を使用しよ

　うとする者は、指定管理者の承認を受けなければな

　らない。

２　前項の承認を受けた者は、別表第３に定める額の

　使用料を納付しなければならない。

３　前項に定めるもののほか、第１項の承認を受けた

　者は、設備器具を使用するときは規則で定める額の

　使用料を前納しなければならない。

４　第10条第２項の規定は、第１項の承認に準用す

　る。

（承認の取消し)

第13条　指定管理者は、文学館を利用する者が第10

　条第２項各号のいずれかに該当すると認めるときは、

　同条第１項又は前条第１項の承認を取り消すものと

　する。

２　前項の規定は、第11条第１項又は第２項の承認

　に準用する。この場合において、前項中「指定管理

　者」とあるのは、「教育委員会」と読み替えるもの

　とする。

（観覧料等の還付)

第14条　既に納付した観覧料、利用料又は使用料は、

　還付しない。ただし、知事が特別の理由があると認

　めるときは、その全部又は一部を還付することがで

　きる。

（観覧料等の免除)

第15条　知事が特別の理由があると認めるときは、観

　覧料、利用料又は使用料の全部又は一部を免除する

　ことができる。

（事業報告書の作成及び提出)

第16条　指定管理者は、毎年度終了後２月以内に、次

　に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、教育

　委員会に提出しなければならない。ただし、年度の

　途中において指定管理者の指定を取り消された場合

　にあっては、その取り消された日から２月以内に当

　該年度の当該日までの事業報告書を提出しなければ

　ならない。

　一　第６条各号に掲げる業務の実施の状況

　二　文学館の管理の業務に係る収支の状況

　三　前二号に掲げるもののほか、文学館の管理の状

　　　況を把握するために教育委員会が必要と認める

　　　事項

（委任)

第17条　この条例の施行に関し必要な事項は、教育委

　員会規則で定める。

　附　則

（施行期日)

１　この条例は、平成元年４月１日から施行する。た

　だし、第５条から第11条まで及び別表第１から別

　表第３までの規定は平成元年11月１日から、次項

　の規定は規則で定める日から施行する。

（平成元年規則第53号で平成元年11月１日から施行)

（山梨県文学館建設基金条例の廃止)

２　山梨県文学館建設基金条例（昭和60年山梨県条

　例第５号）は、廃止する。

（山梨県附属機関の設置に関する条例の一部改正)

３　山梨県附属機関の設置に関する条例（昭和60年

　山梨県条例第３号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

（附属機関の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例

　の一部改正)

４　附属機関の委員等の報酬及び費用弁償に関する条

　例（昭和40年山梨県条例第７号）の一部を次のよ

　うに改正する。

〔次のよう〕略

附　則

（施行期日)

１　この条例は、平成21年４月１日から施行する。

　　ただし、次項及び附則第４項の規定は公布の日か

　ら、第１条中山梨県立美術館設置及び管理条例別表

　第３の改正規定（「(第８条関係)」を「(第12条関係)」

　に改める部分を除く。）及び第２条中山梨県立文学

　館設置及び管理条例別表第３の改正規定（「(第８条

　関係)」を「(第12条関係)」に改める部分を除く。）

　は平成20年４月１日から施行する。

（経過措置)

４　教育委員会は、施行日前においても、第２条の規

　定による改正後の山梨県立文学館設置及び管理条例

　（次項において「新条例」という。）第５条及び第

　７条の規定の例により、山梨県立文学館の管理に関

　し、指定管理者を指定することができる。

５　第２条の規定による改正前の山梨県立文学館設置

　及び管理条例第６条第１項又は第８条第１項の規定
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　によりされた承認であって、当該承認に係る利用の

　日が施行日以後であるものは、新条例第10条第１

　項又は第12条第１項の規定によりされた利用の承

　認とみなす。

別表第１（第10条関係）

　一　常設の展示の場合

備考　団体とは、20人以上をいう。

二　特別の企画による展示の場合

　次の表に定める観覧料の額の範囲内で、それぞれの

　展示ごとに知事が定める額

備考　団体とは、20人以上をいう。

三　常設の展示及び特別の企画による展示の定期観覧

　の場合

備考　定期観覧とは、第10条第１項の承認の日から

　起算して１年間の観覧をいう。

別表第２（第11条関係）

備考

　一　原稿、墨書及び絵画は、１葉を１点とする。

　二　その他の文学資料等は、各個を１点とする。

別表第３（第12条関係）

　一　研修室及び講堂を使用する場合

　備考　使用料の額に10円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てる。

　二　研究室を利用する場合

　イ　ロに掲げる日以外の日に使用する場合

　ロ　日曜日、土曜日及び休日に使用する場合

一　　般

大学、高等専門学校

及び高等学校並びに

これらに類する学校

及び施設の学生及び

生徒

小・中学校の児童及

び生徒

個　　人

１人    310円�

１人    210円�

１人    100円�

団　　体

１人    250円�

１人    160円�

１人     80円�

区　　　分
観　　覧　　料

一　　般

大学、高等専門学校

及び高等学校並びに

これらに類する学校

及び施設の学生及び

生徒

小・中学校の児童及

び生徒

個　　人

１人  1,050円�

１人    520円�

１人    310円�

団　　体

１人    840円�

１人    420円�

１人    210円�

区　　　分
観　　覧　　料

一　　般

大学、高等専門学校

及び高等学校並びに

これらに類する学校

及び施設の学生及び

生徒

小・中学校の児童及

び生徒

１人  　1,500円�

１人   　 750円�

１人   　 500円�

区　　　分 観　　覧　　料

区　　　　　分 利　　用　　料

モノ

クローム

カラー

学術研究を目的

とする場合

出版等の収入を

伴う場合

学術研究を目的

とする場合

出版等の収入を

伴う場合

１点１回につき　  210円�

１点１回につき   3,040円�

１点１回につき　  470円�

１点１回につき   5,980円�

使用

区分

施設

区分

研修室

講　堂

入場料金を徴収しない場合

午前９時

から正午

まで

午後１時

から午後

５時まで

午後６時

から午後

９時まで

午前９時

から午後

９時まで

入場料金を徴

収する場合

上記使用料
の額に２割
の割増率を
乗じて得た
額を当該使
用料の額に
加算した額

3,740円�

30,880円

1,370円�

11,340円

1,370円�

11,340円

1,170円�

10,200円

使用
区分

施設
区分

午前９時

から正午

まで

正午から

午後５時

まで

午後５時

から午後

７時まで

午前９時

から午後

７時まで

共　同

研究室

個　人

研究室

1,190円

470円

270円

110円

600円

230円

320円

130円

使用
区分

施設
区分

午前９時

から正午

まで

正午から

午後６時

まで

午前９時

から午後

６時まで

共　同

研究室

個　人

研究室

1,130円

470円

810円

340円

320円

130円
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　最終改正　平成21年３月31日教委規則第８号

（趣旨）

第１条　この規則は、山梨県立文学館設置及び管理条

　例（平成元年山梨県条例第10号。以下「条例」とい

　う。)の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。�

（指定管理者の指定の申請)

第２条　条例第７条第１項の規定による山梨県立文学

　館の指定管理者の指定の申請は、指定管理者指定申

　請書(第１号様式)に、次に掲げる書類を添付して提

　出することにより行われなければならない。

　一　事業計画書

　二　収支計画書

　三　実施体制を記載した書類

　四　団体の概要を記載した書類

　五　定款、寄附行為又はこれらに準ずるもの

　六　法人の登記事項証明書(法人の場合に限る。)

　七　教育委員会が指定する事業年度の貸借対照表及

　　　び損益計算書又はこれらに準ずるもの

　八　前各号に掲げるもののほか、条例第７条第２項

　　　各号に掲げる基準による指定管理者の選定のた

　　　め教育委員会が必要と認める書類

（閲覧の承認等)

第３条　条例第11条第１項の規定による閲覧の承認

　を受けようとする者は、文学資料等閲覧承認申請書

　(第２号様式)を館長に提出し、その承認を受けなけ

　ればならない。

２　前項の規定により承認を受けた者は、文学資料等

　を所定の場所で閲覧しなければならない。

（撮影の承認)

第４条　条例第11条第２項の規定による撮影の承認

　を受けようとする者は、文学資料等撮影承認申請書

　(第３号様式)を館長に提出し、その承認を受けなけ

　ればならない。

２　館長は、前項の規定により文学資料等の撮影を承

　認したときは、当該申請者に対し、文学資料等撮影

　承認書(第４号様式)を交付するものとする。

（観覧料等の還付)

第５条　条例第14条ただし書の規定により、観覧料、

　利用料又は使用料(以下「観覧料等」という。)を還

　付する場合は、次の各号に掲げるときとし、還付の

　額は当該各号に掲げる額とする。

一　観覧者、利用者又は使用者の責に帰すことのでき

　ない理由により観覧、利用又は使用することができ

　なくなつたとき。　全額

二　利用又は使用する日の三日前までに利用又は使用

　の取消しを届け出たとき。　２分の１に相当する額

２　前項に定める観覧料等の還付を受けようとする者

　は、観覧料等還付申請書(第５号様式)を館長に提出

　し、その承認を受けなければならない。

（観覧料等の免除)

第６条　条例第15条の規定により、観覧料等の全部

　又は一部を免除する場合は、次の各号のいずれかに

　掲げるときとし、免除の額は当該各号に定める額と

　する。

一　土曜日において、小学校、中学校、高等学校、中

　等教育学校及び特別支援学校の児童又は生徒が観覧

　するとき。　条例別表第１に定める額の全額

二　県内の小学校、中学校並びに特別支援学校の小学

　部及び中学部の児童又は生徒が、７月10日から８

　月31日までの間に観覧するとき。　条例別表第１

　に定める額の全額

三　県内の小学校、中学校及び特別支援学校の児童又

　は生徒及びこれらの引率者が、教育課程に基づく教

　育活動として観覧(常設の展示の場合に限る。)する

　とき。　条例別表第１に定める額の全額

四　県内の高等学校の生徒及び引率者が、教育課程に

　基づく教育活動として観覧(常設の展示の場合に限

　る。)するとき。　条例別表第１に定める額の２分の

　１に相当する額のうち、いずれか低い額に達するま

　での額

五　65歳以上の者が観覧(県内に住所を有しない者に

　あっては、常設の展示の場合に限る。）するとき。

　条例別表第１に定める額の全額

六　障害者基本法（昭和45年法律第84号）第２条に

　規定する障害者及びその介護を行う者が観覧すると

　き。　条例別表第１に定める額の全額

七　同一の日において、常設の展示及び特別の企画に

　よる展示を観覧しようとする者（団体により観覧す

　る者を除く。）が、常設展・企画展共通観覧券の交

　付を受けて観覧するとき。　条例別表第１第１号に

　定める個人の観覧料と団体の観覧料との差額及び同

　表第２号においてそれぞれの展示ごとに知事が定め

　る個人の観覧料と団体の観覧料との差額

八　同一の日において、文学館及び山梨県立美術館の

　常設の展示を観覧しようとする者(団体により観覧

　する者を除く。)が、文学館・美術館常設展共通観覧

　券の交付を受けて観覧するとき。　条例別表第１第

　１号に定める個人の観覧料と団体の観覧料との差額

九　特別の企画による展示を観覧しようとする者（団

　体により観覧する者を除く。）が、当該展示に係る

　開催期間の初日の前日までに前売り観覧券の交付を

　受けて観覧するとき。　条例別表第１第２号におい

　てそれぞれの展示ごとに知事が定める個人の観覧料

　と団体の観覧料との差額

十　同一の日において、常設の展示及び特別の企画に

　よる展示を観覧しようとする者(団体により観覧す

　る者を除く。)が、当該特別の企画による展示に係る

　開催期間の初日の前日までに常設展・企画展共通前

○山梨県立文学館設置及び管理条例施行規則
（平成元年10月30日　教育委員会規則第15号）
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　売り観覧券の交付を受けて観覧するとき。　条例別

　表第１第１号に定める個人の観覧料と団体の観覧料

　との差額及び同表第２号においてそれぞれの展示ご

　とに知事が定める個人の観覧料と団体の観覧料との

　差額

　　山梨県内に所在する宿泊施設に宿泊する者（団体

　により観覧する者を除く。）が、当該宿泊施設に宿泊

　した日又はその翌日に観覧するとき。　条例別表第

　１第１号に定める個人の観覧料と団体の観覧料との

　差額又は同表第２号においてそれぞれの展示ごとに

　知事が定める個人の観覧料と団体の観覧料との差額

　　山梨県内に所在する美術館、博物館等で相互に個

　人の観覧料の免除を実施することとしたものに係る

　定期利用券(一定期間の利用の許可、承認等を受け

　たものをいう。)を有する者が観覧するとき。　条例

　別表第１第１号に定める個人の観覧料と団体の観覧

　料との差額又は同表第２号においてそれぞれの展示

　ごとに知事が定める個人の観覧料と団体の観覧料と

　の差額

　　その他館長が特別の理由があると認めるとき。　

　観覧料等のうち館長が相当と認める額

２　前項第三号、第四号又は第十三号に該当する場合

　において、観覧料等の免除を受けようとする者は、

　観覧料等免除申請書(第６号様式)を館長に提出し、

　その承認を受けなければならない。

３　館長は、前項の規定により観覧料等の免除を承認

　したときは、当該申請者に対し、観覧料等免除承認

　書(第７号様式)を交付するものとする。

４　第１項第一号、第二号、第五号、第六号、第十一

　号又は第十二号に該当する場合において、観覧料の

　免除を受けようとする者は、同項第一号、第二号、

　第五号、第六号、第十一号又は第十二号に該当する

　ことを証する書類を館長に提示するものとする。

（館長への委任)

第７条　教育委員会は、この規則に定めるもののほか、

　館長に次の事項を委任する。

一　条例第８条第２項の規定による休館日の変更の承

　認に関すること。

二　条例第９条第４項の規定による開館時間の変更の

　承認に関すること。

三　条例第11条第１項及び第２項の規定による利用

　の承認等に関すること。

　附　則

（施行期日)

１　この規則は、平成元年11月１日から施行する。

（山梨県教育庁組織規則の一部改正)

２　山梨県教育庁組織規則（昭和60年山梨県教育委

　員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

附　則（平成４年教委規則第８号)

　この規則は、平成４年９月１日から施行する。

附　則（平成７年教委規則第４号)

　この規則は、平成７年４月１日から施行する。

附　則（平成14年教委規則第９号)�

　この規則は、平成14年４月１日から施行する。

附　則（平成18年教委規則第12号)

　この規則は、平成18年４月１日から施行する。

附　則（平成18年教委規則第21号)

（施行期日)

１　この規則は、公布の日から施行する。

（山梨県立文学館処務規程の一部改正)

２　山梨県立文学館処務規程（平成元年山梨県教育委

　員会規則第８号）第８条中第十一号を第十二号とし、

　第十号を第十一号とし、第九号を第十号とし、第八

　号の次に次の一号を加える。

九　文学館において規則第３条に規定する文学館・美

　術館常設展共通観覧券の交付を受けようとする者に

　係る山梨県立美術館設置及び管理条例(昭和53年山

　梨県条例第５号)第６条第１項の規定による観覧の

　承認に関すること。

附　則（平成19年教委規則第１号)

　この規則は、公布の日から施行する。

附　則(平成19年教委規則第３号)

　この規則は、平成19年４月１日から施行する。

附　則(平成20年教委規則第３号)

（施行期日)

この規則は、平成20年４月１日から施行する。

附　則（平成20年教委規則第11号)

（施行期日)

１　この規則は、平成21年４月１日から施行する。

　ただし、次項の規定は公布の日から、第１条の規定

　は平成20年４月１日から施行する。

（経過措置)

２　山梨県立美術館設置及び管理条例及び山梨県立文

　学館設置及び管理条例の一部を改正する条例（平成

　20年山梨県条例第19号）附則第４項の規定により

　同条例の施行の日前に山梨県立文学館の管理に関し

　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２

　第３項に規定する指定管理者の指定がされる場合に

　おける当該指定の申請書については、この規則によ

　る改正後の山梨県立文学館設置及び管理条例施行規

　則第２条及び第１号様式の規定の例による。�

附　則（平成21年教委規則第８号)

この規則は、平成21年４月１日から施行する。

（設置）�

第１条　文学作品及び文学に関する資料の取得を円滑

　かつ効率的に行うため、山梨県文学資料取得基金(以

　下「基金」という。）を設置する。�

十
一

十
二

十
三

○山梨県文学資料取得基金条例
（昭和60年３月29日　条例第６号）
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（基金の額）

第２条　基金の額は、２千万円とする。

２　必要があるときは、予算の定めるところにより基

　金に追加して積立てをすることができる。

３　前項の規定により積立てが行われたときは、基金

　の額は積立額相当額増加するものとする。

（運用）

第３条　知事は、基金の設置の目的に応じ、基金の確

　実かつ効率的な運用に努めなければならない。

（管理）

第４条　基金に属する現金は、金融機関への預金その

　他最も確実かつ有利な方法により保管しなければな

　らない。

（繰替運用）

第５条　知事は、財政上必要があると認めるときは、

　確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金

　に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用すること

　ができる。

（運用益金の処理）

第６条　基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入

　歳出予算に計上して整理する。

（委任）

第７条　この条例に定めるもののほか、基金の管理に

　関し必要な事項は、知事が定める。

　附則

　この条例は、昭和60年４月１日から施行する。

　最終改正　平成21年３月31日　教委規則第９号

（趣旨）

第１条　この規則は、山梨県立文学館（以下「文学館」

　という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定め

　るものとする。

（課の設置）

第２条　文学館に総務課、学芸課及び資料情報課を置く。

（グループの設置）

第３条　館長は、必要に応じ文学館にグループを置く

　ことができる。

２　館長は、前項の規定によりグループを置き、又は

　その数を変更しようとするときは、あらかじめ教育

　長に協議しなければならない。

（リーダー）

第４条　館長は、必要に応じグループにリーダーを置

　くことができる。

２　前項に規定するもののほか、館長は、必要に応じ

　文学館にリーダーを置くことができる。この場合にお

　いて、あらかじめ教育長に協議しなければならない。

３　リーダーは、上司の命を受け、グループの担当事

　務を処理する。

（職員）

第５条　文学館に館長、副館長その他の職員を置く。

２　館長は、上司の命を受け、所属職員を指揮監督し、

　所掌事務を掌理する。

３　副館長は、上司の命を受け、その所掌事務を整理

　し、館長を補佐する。

４　所属職員は、上司の命を受け、所掌事務を処理する。

（分掌事項）

第６条　課の分掌事項は、次のとおりとする。

　総務課

一　指定管理者との連絡調整に関すること。

二　公印の管守に関すること。

三　文書の収受、発送、編集、保存及び記録の編集に

　関すること。

四　職員の服務に関すること。

五　会計経理に関すること。

六　物品の出納、保管及び処分に関すること。

七　施設及び山梨県芸術の森公園の管理に関すること。

八　文学館協議会等に関すること。

九　他の課の所掌に属しない事務に関すること。

　学芸課

一　文学資料等の収集に関すること。

二　文学資料等の整理、保管及び展示に関すること。

　（資料情報課の所掌に属するものを除く。)

三　文学に関する調査研究に関すること。

四　文学資料等の利用に関する指導助言に関すること。

五　文学に関する編集及び刊行に関すること。

六　関係機関等との文学資料等の相互貸借等に関する

　こと。

七　文学に関する講演会、講座等普及事業に関するこ

　と。

八　文学に関する相談及び指導助言に関すること。

九　文学館専門委員会に関すること。

十　前各号のほか、学芸事務及び普及事務に関係する

　こと。

　資料情報課

一　文学資料等の整理及び保管に関すること。

二　文学に関する調査研究に関すること。

三　文学資料等の閲覧及び利用に関すること。

四　文学資料等の検索システムに関すること。

五　レファレンスサービスに関すること。

六　閲覧室、研究室及びビデオブースの利用に関する

　こと。

七　他の関係機関等との情報交換に関すること。

八　その他前各号に準ずる事項に関すること。

（館長の専決)

第７条　館長は、次の事項について専決することがで

　きる。ただし、重要又は異例と認められることにつ

　いては、この限りでない。

一　山梨県教育委員会が山梨県知事から委任を受けた

　山梨県芸術の森公園内の施設（以下「都市公園施設」

○山梨県立文学館処務規程
（平成元年３月30日　教育委員会規則第８号）
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　という。）の管理運営に係る都市公園法(昭和31年

　法律第79号。)及び山梨県都市公園条例(昭和39年山

　梨県条例第21号。以下「都市公園条例」という。)

　の規定による次の事項

　イ　都市公園法第５条第１項の規定による公園管理

　　者以外の者の公園施設の設置又は管理に関するこ

　　と。

　ロ　都市公園法第６条第１項及び第３項の規定によ

　　る都市公園の占用に関すること。

　ハ　都市公園法第８条の規定による許可の条件に関

　　すること。

　ニ　都市公園法第９条の規定による国の行う都市公

　　園の占用の協議に関すること。

　ホ　都市公園法第10条第２項の規定による都市公

　　園の原状回復等の指示に関すること。

　ヘ　都市公園法第17条第１項の規定による都市公

　　園台帳に関すること。

　ト　都市公園法第27条第１項の規定による第５条

　　第１項並びに第６条第１項及び第３項の規定によ

　　る許可に係る監督処分に関すること。

　チ　都市公園条例第３条の規定による行為の禁止に

　　関すること。

　リ　都市公園条例第４条の規定による行為の制限に

　　関すること。

　ヌ　都市公園条例第７条の規定による利用の禁止又

　　は制限に関すること。

　ル　都市公園条例第８条の規定による許可の取り消

　　し等に関すること。

二　その他前二号に準ずる事項に関すること。

（副館長の専決)

第８条　副館長は、次の事項について専決することが

　できる。ただし、重要又は異例と認められることに

　ついては、この限りでない。

一　職員の旅行の命令及びその復命の受理に関するこ

　と。

二　職員の年次有給休暇の付与、有給休暇(年次有給

　休暇を除く。)、介護休暇及び職務に専念する義務の

　免除の承認並びに週休日の振替(半日勤務時間の割

　振り変更を含む。)に関すること。

三　地方公務員の育児休業等に関する法律(平成３年

　法律第110号)の規定による部分休業の承認に関す

　ること。�

四　職員の特殊勤務、時間外勤務、休日勤務(休日の

　代休日の勤務を含む。)、夜間勤務及び宿日直勤務の

　命令並びに休日の代休日の指定に関すること。

五　職員の扶養親族の認定並びに通勤手当、住居手当

　及び単身赴任手当の確認及び決定に関すること。

六　二月以内の期間の臨時的任用に関すること。

七　教育財産の使用許可に関すること。(土地、建物

　又は建物以外の工作物の使用許可のうち電柱、ガス

　管、水道管、自動販売機その他これらに類する物の

　のものに限る。)

八　山梨県立文学館設置及び管理条例(平成元年山梨

　県条例第10号。以下「文学館条例」という。)及び

　山梨県立文学館設置及び管理条例施行規則(平成元

　年山梨県教育委員会規則第15号。以下「規則」と

　いう。)の規定による次の事項

　イ　文学館条例第８条第２項の規定による休館日の

　　変更の承認に関すること。

　ロ　文学館条例第９条第４項の規定による開館時間

　　の変更の承認に関すること。

　ハ　文学館条例第11条第１項及び第２項の規定に

　　よる利用の承認等に関すること。

　ニ　規則第５条第２項の規定による観覧料、利用料

　　又は使用料の還付に関すること。

　ホ　規則第６条の規定による観覧料、利用料又は使

　　用料の免除に関すること。

九　山梨県立美術館等の観覧等の特例に関する条例

　（平成19年山梨県条例第36号。以下「特例条例」

　という。)の規定による次の事項

　イ　特例条例第２条の規定による観覧の承認に関す

　　ること。

　ロ　特例条例第３条ただし書の規定による観覧料の

　　還付に関すること。

　ハ　特例条例第４条の規定による観覧料の免除に関

　　すること。

十　都市公園施設の管理運営に係る都市公園条例の規

　定による次の事項

　イ　都市公園条例第４条第１項の規定による都市公

　　園(有料公園施設を除く。)における行為の許可に

　　関すること。

　ロ　都市公園条例第９条第２項の規定による使用料

　　の免除及び同条第３項の規定による使用料の還付

　　に関すること。

　　証明、届出、申請、通知、照会、報告及び回答等

　に関すること。

　　その他前各号に準ずる事項に関すること。

（館長の代決)

第９条　館長が不在で急施を要するときは、副館長が

　その事務を代決する。

（副館長の代決)

第10条　副館長が不在で急施を要するときは、主務課

長がその事務を代決する。

（代決事務の後閲)

第11条　前２条の規定により代決した事務は、当該代

　決者において特に必要と認められるものについては、

　それぞれ上司の後閲を受けなければならない。

（事業計画の作成)

第12条　館長は、毎年度末までに翌年度の事業計画を

　作成し、教育長の承認を得るものとする。

（報告等)

第13条　館長は、次に掲げる事項について、教育長に

十
一

十
二
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　報告しなければならない。

一　事業概要及び利用状況

二　その他必要な事項

（服務及び文書処理等)

第14条　この規則に定めるもののほか、文書の処理に

　必要な事項については、山梨県教育庁行政文書管理

　規程(平成18年山梨県教育委員会訓令甲第２号)の例

　により、職員の服務その他必要な事項については、

　山梨県教育事務所処務規程(昭和43年山梨県教育委

　員会訓令甲第３号)の例による。

（その他)

第15条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、

　館長が定めることができる。

附　則

　この規則は、平成元年４月１日から施行する。

附　則(平成21年教委規則第９号)

　この規則は、平成21年４月１日から施行する。

　最終改正　平成19年７月９日　条例第37号

（趣旨)

第１条　この条例は、法令又は他の条例に別に定めの

　あるものを除くほか、地方自治法(昭和22年法律第

　67号)第138条の４第３項に規定する附属機関に関

　し、必要な事項を定めるものとする。�

（附属機関の設置及び担任事務)

第２条　知事の附属機関として、次に掲げる機関を設

　置する。

　（省略）

２　教育委員会の附属機関として、次に掲げる機関を

　設置する。

　　山梨県図書館協議会

　　山梨県高等学校入学者選抜制度審議会

　　山梨県へき地等教育振興審議会

　　山梨県特別支援教育振興審議会

　　山梨県立美術館協議会

　　山梨県考古博物館協議会

　　山梨県地方産業教育審議会

　　山梨県文学館協議会

３　前２項の規定により設置される附属機関の担任す

　る事務は、別表第１の担任事務欄に掲げるとおりと

　する。

第３条　（省略）

第３条の２（省略）

（組織)

第４条　附属機関は、別表第１、別表第２及び別表第

　３の委員の定数欄に掲げる数の委員で組織する。

２　委員は、別表第１、別表第２、別表第３及び別表

　第４の委員の要件欄に掲げる者のうちから、知事(教

　育委員会の附属機関にあつては、教育委員会。以下

　同じ。)が任命し、又は委嘱する。

３　委員の任期は、別表第１、別表第２、別表第３及

　び別表第４の委員の任期欄に掲げるとおりとする。

４　附属機関に、規則(教育委員会の附属機関にあつ

　ては、教育委員会規則。以下同じ。)で定めるところ

　により、特別委員、専門委員又は臨時委員(以下「特

　別委員」と総称する。)を置くことができる。

５　特別委員は、規則で定めるところにより、知事が

　任命し、又は委嘱する。

（会長等)

第５条　附属機関に、規則で定めるところにより、会

　長又は委員長(以下「会長」と総称する。）及び副会

　長又は副委員長(以下「副会長」と総称する。)を置く。

２　会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定め

　る。

３　会長は、会務を総理し、附属機関を代表する。

４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき

　は、その職務を代理する。

５　副会長が置かれていない附属機関にあつては、会

　長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する

　委員が、その職務を代理する。

（会議)

第６条　附属機関の会議は、会長が招集し、会長が議

　長となる。

２　会議は、規則で定める場合を除くほか、委員の２

　分の１以上が出席しなければ、開くことができない。

３　会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可

　否同数のときは、議長の決するところによる。

（部会等)

第７条　附属機関に、規則で定めるところにより、部

　会又は小委員会を置くことができる。

（委任)

第８条　この条例に定めるもののほか、附属機関の担

　任事務、組織及び運営等に関し必要な事項は、規則

　で定める。

附　則

（施行期日)

１　この条例は、昭和60年４月１日から施行する。

附　則（平成20年条例第42号)

　この条例は、公布の日から施行する。

別表第１(第２条、第４条関係)

　一　知事の附属機関　（省略）

　二　教育委員会の附属機関　（抜粋）　

　　附 属 機 関　山梨県文学館協議会 �

　　担 任 事 務　博物館法第20条第２項の規定による

　　　　　　　　山梨県立文学館の運営に関する事項

　　　　　　　　の調査審議及び意見の具申に関する

　　　　　　　　事務 

�　　委員の定数　15人以内 �

　　委員の要件　一　学校教育の関係者

○山梨県附属機関の設置に関する条例
（昭和60年３月29日　条例第３号）
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　　　　　　　　二　社会教育の関係者

　　　　　　　　三　家庭教育の向上に資する活動を

　　　　　　　　　　行う者

　　　　　　　　四　学識経験のある者

　　委員の任期　２年

（趣旨)

第１条　この規則は、山梨県附属機関の設置に関する

　条例（昭和60年山梨県条例第３号。以下「条例」

　という。)の施行に関し、必要な事項を定めるものと

　する。

第２条（省略）

（補欠委員の任期)

第３条　委員に欠員を生じた場合における補欠の委員

　の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長)

第４条　条例第５条第１項の規定により、附属機関に

　会長及び副会長一人を置く。

（定足数の特例)

第５条　条例第６条第２項の規則で定める場合は、次

　の表の附属機関欄に掲げる附属機関の会議について、

　同表の定足数欄に掲げる数の委員が出席しなければ

　開くことができない場合とする。

　　　　　　附属機関　　　 　　　　　　定足数 

　山梨県高等学校入学者選抜制度審議会 　過半数 

　山梨県へき地等教育振興審議会　　　　 過半数 

　山梨県立美術館協議会 　　　　　　　　過半数 

　山梨県考古博物館協議会 　　　　　　　過半数 

　山梨県文学館協議会 　　　　　　　　　過半数 

　山梨県地方産業教育審議会 　　　　　　過半数 

　山梨県スポーツ振興審議会 　　　　　　過半数 

第６条（省略）

（幹事)

第７条　附属機関に、その定めるところにより、幹事

　を置くことができる。

（資料の提出等の要求)

第８条　附属機関は、その担任する事務を遂行するた

　め必要があると認めるときは、関係行政機関の長に

　対して、資料の提出、意見の開陳、説明その他の必

　要な協力を求めることができる。

（意見の陳述)

第９条　関係職員は、会長の許可を得て、附属機関の

　会議に出席し、審議事項に関して意見を述べること

　ができる

第10条～第11条　（省略）

（定例会及び臨時会)

第12条　次の表の附属機関欄に掲げる附属機関の会議

　は、定例会及び臨時会とし、定例会の開催回数は、

　同表の開催回数欄に掲げるとおりとする。

　　　附属機関 　　　　　開催回数 

　山梨県立美術館協議会 　年２回 

　山梨県考古博物館協議会 年２回 

　山梨県文学館協議会 　　年２回 

２　前項に規定する臨時会は、必要に応じて開催する。

（庶務)

第13条　附属機関の庶務は、次の表の所属欄に掲げる

　所属において処理する。

　　　　附属機関　　　　　　　　　　　　所属 

　山梨県図書館協議会　　　　　　　　　図書館 

　山梨県高等学校入学者選抜制度審議会　高校教育課 

　山梨県へき地等教育振興審議会　　　　義務教育課 

　山梨県特別支援教育振興審議会　　　　高校教育課 

　山梨県立美術館協議会　　　　　　　　美術館 

　山梨県考古博物館協議会　　　　　　　考古博物館 

　山梨県文学館協議会　　　　　　　　　文学館 

　山梨県地方産業教育審議会　　　　　　高校教育課 

　山梨県スポーツ振興審議会　　　　　　スポーツ健康課�

（委任)

第14条　この規則に定めるもののほか、附属機関の組

　織及び運営に関し必要な事項は、会長が当該附属機

　関に諮つて定める。

附　則

（施行期日)

１　この規則は、昭和60年４月１日から施行する。

附　則（平成19年教委規則第３号)

　この規則は、平成19年４月１日から施行する。

（設置）

第１条　山梨県立文学館（以下「文学館」という。）の

　事業運営上の専門的事項について協議するため、山

　梨県立文学館専門委員会（以下「委員会」という。）

　を文学館に置く。

（組織）

第２条　委員会は、８名以内の委員をもって組織し、

　委員は文学館の運営又は文学に関し、専門的知識を

　有する者の中から、文学館長（以下「館長」という。）

　が委嘱する。

２　委員の任期は２年とする。ただし、再任をさまた

　げない。

（会議）

第３条　会議は必要に応じ、館長が必要とする事項に

　ついて協議する。

（庶務）

第４条　委員会の庶務は文学館において処理する。

（雑則）

第５条　この要綱に定めるもののほか、委員会につい

　て必要な事項は館長が別に定める。

○山梨県附属機関の設置に関する条例施行規則
（昭和60年３月29日　教委規則第11号）

○山梨県立文学館専門委員会要綱
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　附則

　　この要綱は、平成２年４月１日から実施する。

　附則

　　この要綱は、平成６年４月１日から改正する。

　　この要綱は、平成13年４月１日から改正する。

（設置及び目的）

第１条　山梨県立文学館（以下「文学館」という。）の

　事業に、ボランティア活動をとおし、文学館の利用

　者の便宜をはかるとともに円滑な文学館運営を促進

　し、もって県民のための文学館としての地域文化の

　向上に資することを目的として文学館協力員（以下

　「協力員」という。）を置く。

（業務）

第２条　協力員は、文学館の活動に対し必要に応じて、

　次の業務を行う。

　一　入館者に対する助言及び相談

　二　入館者の案内等

　三　その他必要と認める業務

（資格及び委嘱）

第３条　協力員は、一般公募より募集し、応募者の中

　から次の条件を満たす者につき館長が委嘱する。

１　文学について関心と理解を有する者

２　文学館において所定の研修を受け、おおむね月

　１日（１日８時間）のボランティア活動が可能で健

　康な者

（任期）

第４条　協力員の任期は２年とする。ただし、再任を

　妨げない。

（その他）

第５条　協力員は、文学館が主催する展覧会等の入場

　について優遇を受けることができる。

　附則

　　この要綱は、平成元年４月１日から施行する。

第１章　　総則�

（趣旨）

第１条　この条例は、都市公園法（昭和31年法律第79

　号。以下「法」という。）の規定に基づき、都市公園

　の管理に関し必要な事項を定めるものとする。�

（定義）

第２条　この条例において次の各号に掲げる用語の定

　義は、当該各号に定めるものとする。�

一　都市公園　　法第２条第１項に規定する都市公園

二　公園施設　　方第２条第２項に規定する公園施設

三　有料公園施設　別表第１上欄に掲げる都市公園の

同表下欄に掲げる使用料又は利用

料金を徴収して利用に供する公園

施設�

第２章　　都市公園の管理�

（行為の禁止）

第３条　都市公園においては、正当な理由がなく次の

　各号に掲げる行為をしてはならない。�

一　公園施設の損傷又は汚損

二　竹木の伐採若しくは植物の採取又はこれらび損

　　傷

三　土地の形質の変更

四　鳥獣類の捕獲又は殺傷

五　はり紙若しくははり札又は広告の表示

六　ごみの投げ捨てその他の不衛生な行為

七　たき火その他の公園施設等に危険を及ぼすおそ

　　れのある行為

八　立入禁止区域への立入り

九　指定された場所以外の場所への車馬の乗入れ

（行為の制限）

第４条　都市公園（有料公園施設を除く。）において次

の各号に掲げる行為をしようとする者は、規則の定

めるところにより申請書を知事に提出し、その許可

を受けなければならない。許可を受けた事項を変更

しようとするときも、同様とする。�

一　物品の販売、募金その他これらに類する行為

二　業としての写真又は映画の撮影

三　興行

四　競技会、集会、展示会、博覧会その他これらに

　　類する催し

五　花火、キャンプファイヤー等火気を使用する行

　　為

２　知事は、前項各号に掲げる行為が公衆の都市公園

　の利用に支障に及ぼさないと認める場合に限り、同

　項の許可を与えることができる。

３　知事は、第１項の許可に都市公園の管理のため必

　要な範囲内で条件を附することができる。

（休業日及び利用時間）

第５条　公園施設の休業日及び利用時間は、別表第２

　のとおりとする。ただし、知事は、必要があると認

　めるときは、臨時に休業日に営業し、若しくは休業

　日以外の日に休業し、又は利用時間を変更すること

　ができる。

第６条　削除

（利用の禁止又は制限)

第７条　知事は、都市公園の保全のため必要があると

　認めるときは、その利用を禁止し、又は制限するこ

　とができる。

（許可の取消し等)

第８条　知事は、次の各号の一に該当する者に対して、

　この条例の規定によつてした許可を取り消し、その

　効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又は行

　為の中止、原状回復その他必要な措置を命ずること

○山梨県立文学館協力員設置要綱

○山梨県都市公園条例
（昭和39年３月31日　条例第21号）�
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　ができる。

　一　この条例の規定又はこの条例の規定に基づく処

　　分に違反した者

　二　この条例の規定による許可に附した条件に違反

　　した者

　三　偽りその他不正な手段によりこの条例の規定に

　　よる許可を受けた者

２　知事は、次の各号の一に該当する場合においては、

　この条例の規定による許可を受けた者に対し、前項

　に規定する処分をし、又は同項に規定する必要な措

　置を命ずることができる。

　一　都市公園に関する工事のためやむを得ない必要

　　が生じた場合

　二　都市公園の保全又は公衆の都市公園の利用に著

　　しい支障が生じた場合

　三　前各号のほか、公益上やむを得ない必要が生じ

　　た場合

（使用料等)

第９条　法第５条第１項、法第６条第１項若しくは第

　３項若しくは第４条第１項の許可又は第14条第１

　項若しくは第２項の承認(山梨県芸術の森公園の利

　用に係るものに限る。)を受けた者は、次に定める使

　用料を、規則の定めるところにより納付しなければ

　ならない。

　一　第４条第１項各号に定める行為の場合又は工作

　　物その他の物件若しくは公園施設の利用等(以下

　　この号において「行為又は利用等」という。)につ

　　いては、別表第３に定める額(当該行為又は利用

　　等が消費税法(昭和63年法律第108号)第４条第１

　　項に規定する資産の譲渡等に該当し、かつ、同法

　　第６条第１項の規定により消費税の非課税のもの

　　に該当しないときは、当該行為又は利用等につい

　　て同表に定める額に100分の105を乗じて得た額)�

　二　第14条第１項又は第２項の承認を受けた利用

　　については、別表第４に定める額

２　知事は、公益上必要があると認める場合において

　は、前項の使用料の全部又は一部を免除することが

　できる。

３　既に納付した使用料は、還付しない。ただし、許

　可を受けた者の責に帰することのできない理由によ

　つて当該許可に係る行為をすることができなくなつ

　た場合においては、その全部又は一部を還付するも

　のとする。

第３章　　指定管理者による管理

（指定管理者による管理)

第10条　知事は、地方自治法(昭和22年法律第67号)

　第244条の２第３項の規定により、知事が指定する

　法人その他の団体(以下「指定管理者」という。)に

　別表第５の上欄に掲げる都市公園の管理を行わせる

　ものとする。�

（指定管理者が行う業務の範囲)

第11条　指定管理者は、次に掲げる業務を行うものと

　する。

　一　公園施設及び設備器具の維持保全に関する業務

　二　有料公園施設の利用の承認に関する業務

　三　別表第五の上欄に掲げる都市公園ごとに、それ

　　　ぞれ同表の下欄に定める業務

　四　前三号に掲げるもののほか、知事が必要と認め

　　　る業務

（指定の手続)

第12条　指定管理者の指定を受けようとするものは、

　規則で定めるところにより、申請書に事業計画書そ

　の他の書類を添付して、知事が定める日までに知事

　に提出しなければならない。

２　知事は、前項の規定による申請書の提出があつた

　ときは、次に掲げる基準により指定管理者の候補者

　を選定し、議会の議決を経て指定管理者に指定する

　ものとする。

　一　事業計画の内容が、都市公園の効用を発揮する

　　ことができるものであること。

　二　事業計画の内容が、都市公園の適正かつ効率的

　　な管理を図ることができるものであること。

　三　事業計画の内容が、都市公園の平等な利用を確

　　保することができるものであること。

　四　事業計画に沿つた管理を安定して行うために必

　　要な人的能力及び経理的基礎を有していること。

（指定管理者の管理する公園施設の休業日及び利用時

間)

第13条　第５条ただし書の規定にかかわらず、指定管

　理者が管理する公園施設にあつては、指定管理者は、

　知事の承認を受けて、臨時に休業日に営業し、若し

　くは休業日以外の日に休業し、又は利用時間を変更

　することができる。�

（利用の承認等)

第14条　有料公園施設を利用しようとする者は、指定

　管理者の承認を受けなければならない。

２　前項の承認を受けた者が当該承認に係る有料公園

　施設内に第３条第５号の広告を表示しようとする場

　合は、指定管理者の承認を受けて同号の広告を表示

　することができる。

３　指定管理者は、前２項の規定により利用の承認を

　受けようとする者が次の各号のいずれかに該当する

　ときは、承認しないものとする。

　一　公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがある

　　と認められるとき。

　二　施設又は設備器具を損傷するおそれがあると認

　　められるとき。

　三　宿泊施設にあつては、衛生上支障があると認め

　　られるとき。

　四　前三号に掲げる場合のほか、管理上支障がある

　　と認められるとき。
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４　第１項又は第２項の承認(山梨県芸術の森公園の

　利用に係るものを除く。)を受けた者は、第16条第

　２項の規定により指定管理者が定める利用料金を納

　付しなければならない。

（承認の取消し)

第15条　有料公園施設を管理する指定管理者は、当該

　有料公園施設を利用する者が前条第３項各号のいず

　れかに該当すると認めるときは、同条第１項又は第

　２項の承認を取り消すものとする。

(利用料金等)

第16条　第14条第4項の利用料金は、指定管理者の収

　入とする。�

２　前項の利用料金の額は、別表第6に定める額の範

　囲内において、知事の承認を受けて指定管理者が定

　める。�

３　指定管理者は、規則で定める場合は、利用料金の

　全部又は一部を免除することができる。

４　既に納付した利用料金は、還付しない。ただし、

　有料公園施設を利用する者の責に帰することができ

　ない理由によつて利用できなかつた場合は、その全

　部又は一部を還付することができる。

（事業報告書の作成及び提出)

第17条　指定管理者は、毎年度終了後二月以内に、次

　に掲げる事項(山梨県芸術の森公園を管理する指定

　管理者にあつては、第三号に掲げる事項を除く。)を

　記載した事業報告書を作成し、知事に提出しなけれ

　ばならない。ただし、年度の途中において指定管理

　者の指定を取り消された場合にあつては、その取り

　消された日から二月以内に当該年度の当該日までの

　事業報告書を提出しなければならない。

　一　第11条各号に掲げる業務の実施の状況

　二　都市公園の管理の業務に係る収支の状況

　三　利用料金の収入の状況

　四　前三号に掲げるもののほか、都市公園の管理の

　　状況を把握するために知事が必要と認める事項

第四章　　監督　（省略）

第五章　　雑則

（公園施設の設置等の申請書の記載事項)

第24条　法第５条第１項の条例で定める事項は、公園

　施設の設置又は管理の目的、期間、場所、内容及び

　方法その他規則で定める事項とする。

２　法第６条第２項の条例で定める事項は、工作物そ

　の他の物件又は施設の管理の方法その他規則で定め

　る事項とする。

（軽易な変更事項)

第25条　法第６条第３項ただし書の条例で定める軽易

　な変更事項は、工作物その他の物件又は施設の主要

　構造部に影響を与えない構造の一部変更その他規則

　で定める事項とする。

（都市公園の区域の変更及び廃止)

第26条　知事は、都市公園の区域を変更し、又は都市

　公園を廃止するときは、当該都市公園の名称、位置、

　変更又は廃止に係る区域その他必要と認める事項を

　明らかにして、その旨を告示しなければならない。

（公園予定区域及び予定公園施設についての準用)

第27条　第３条、第４条、第７条から第９条まで、第

　24条及び第25条の規定は、法第33条第４項に規定

　する公園予定区域又は予定公園施設について準用す

　る。

(委任)

第28条　この条例に定めるものを除くほか、必要な事

　項は、規則で定める。

第六章　罰則

（過料)

第29条　次の各号の一に該当する者に対しては５万円

　以下の過料を科する。

　一　第３条の規定に違反して同条各号の一に掲げる

　　行為をした者

　二　第４条第１項の規定に違反して同項各号の一に

　　掲げる行為をした者

　三　第８条の規定による知事の命令に違反した者

第30条　偽りその他不正な行為によりこの条例による

　使用料の徴収を免れた者に対しては、その徴収を免

　れた金額の５倍に相当する金額以下の過料を科する。

（両罰規定)

第31条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

　使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

　関して、前２条の違反行為をしたときは、行為者を

　罰するほか、その法人又は人に対しても各本条の過

　料を科する。

附　則

（施行期日)

１　この条例は、昭和39年５月１日から施行する。

附　則（平成20年条例第15号)

（施行期日)

１　この条例は、平成21年４月１日から施行する。

　ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。

（経過措置)

２　知事は、この条例の施行の日前においても、この

　条例による改正後の山梨県都市公園条例第10条及

　び第12条の規定の例により、山梨県芸術の森公園

　及び山梨県桂川ウェルネスパークの管理に関し、地

　方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の２第３項

　に規定する指定管理者を指定することができる。�

附　則（平成21年条例第46号)

この条例は、平成21年８月２日から施行する。
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（趣旨)

第１条　この規則は、山梨県都市公園条例(昭和39年

　山梨県条例第21号。以下「条例」という。)に基づ

　き、必要な事項を定めるものとする。

（使用料の納付)

第２条　条例第９条第１項の規定による使用料(以下

　「使用料」という。)は、前納しなければならない。

（使用料の免除等)

第３条　条例第９条第２項の規定により使用料の免除

　を受けようとする者は、当該許可の申請をする際に、

　使用料免除申請書を知事に提出しなければならない。

　ただし、知事が特に当該申請書の提出を不要と認めて

　別に定める場合に該当するときは、この限りでない。

２　条例第９条第３項ただし書の規定により使用料の

　還付を受けようとする者は、還付の理由の生じた日

　から起算して15日以内に、使用料還付申請書を知

　事に提出しなければならない。

（指定管理者の指定の申請)

第４条　条例第12条第１項の規定による条例別表第

　５の上欄に掲げる都市公園の指定管理者の指定の申

　請は、指定管理者指定申請書に、次に掲げる書類を添

　付して提出することにより行わなければならない。

　一　事業計画書

　二　収支計画書

　三　実施体制を記載した書類

　四　団体の概要を記載した書類

　五　定款、寄附行為又はこれらに準ずるもの

　六　法人の登記事項証明書(法人の場合に限る。)

　七　知事が指定する事業年度の貸借対照表及び損益

　　計算書又はこれらに準ずるもの

　八　前各号に掲げるもののほか、条例第十二条第二

　　項各号に掲げる基準による指定管理者の選定のた

　　め知事が必要と認める書類

（利用料金の免除等)

第５条　条例第16条第３項の規則で定める場合は次

　に掲げる場合とし、減額し、又は免除することがで

　きる額は当該各号に定める額とする。

　一　次に掲げる者が山梨県緑が丘スポーツ公園のス

　　ポーツ会館(屋内プール)、山梨県小瀬スポーツ公

　　園の水泳プール若しくはアイスアリーナを個人で

　　利用するとき又は山梨県笛吹川フルーツ公園の温

　　室・展示室若しくは山梨県森林公園金川の森のタ

　　ーゲットバードゴルフ場を利用するとき(イに掲

　　げる者が山梨県笛吹川フルーツ公園の温室・展示

　　室を利用する場合を除く。)。　利用料金の全額

　イ　65歳以上の者(山梨県森林公園金川の森のター

　　ゲットバードゴルフ場を利用する場合にあつては、

　　県内に居住する者に限る。)

　ロ　障害者基本法(昭和45年法律第84号)第２条に

　　規定する障害者及びその介護を行う者

　ハ　小学校、中学校、高等学校又は特別支援学校（次

　　号において「小学校等」という。)の児童又は生徒

　　(土曜日に利用する場合であつて、定期利用に該

　　当しないときに限る。)

　二　県内の小学校等の児童又は生徒及びこれらの引

　　率者が、教育課程に基づく教育活動として山梨県

　　笛吹川フルーツ公園の温室・展示室を利用すると

　　き。　利用料金の全額

　三　県が公用又は公共用として利用するとき。　利

　　用料金の全額

　四　前三号に掲げるもののほか、知事が特に必要と

　　認めたとき。　知事が相当と認める額

第６条～第７条（省略）

（損傷等の届出)

第８条　公園施設又は設備若しくは器具を損傷し、又

　は汚損した者は、直ちにその旨を知事に届け出なけ

　ればならない。

（書類の様式等)

第９条　都市公園法(昭和31年法律第79号。以下「法」

　という。)、条例及びこの規則の規定による書類の様

　式は、それぞれ次のとおりとする。

　一　法第５条第１項の規定による公園施設設置許可

　　申請書　第１号様式

　二　法第５条第１項の規定による公園施設管理許可

　　申請書　第２号様式

　三　法第６条第２項の規定による都市公園占用許可

　　申請書　第３号様式

　四　条例第４条第１項の規定による都市公園内制限

　　行為許可申請書　第４号様式

　五　法第５条第１項及び第６条第３項並びに条例第

　　４条第１項の規定による変更許可申請書　第５号

　　様式

　六　第３条第１項の規定による使用料免除申請書　

　　第６号様式

　七　第３条第２項の規定による使用料還付申請書　

　　第７号様式

　八　条例第12条第１項の規定による指定管理者指

　　定申請書　第８号様式

　九　条例第19条第２項の規定による保管工作物等

　　一覧簿　第９号様式

附　則

　この規則は、公布の日から施行し、昭和三十九年五

月一日から適用する。

附　則（平成二〇年規則第一六号)

　この規則は、平成二十一年四月一日から施行する。

○山梨県都市公園条例施行規則
（昭和39年５月25日　規則第34号）
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8．関係委員名簿
１  山梨県文学館協議会委員(  )

2  山梨県立文学館専門委員(  )

氏　　　名

今　村　千春子

増 坪 愛 子

赤　池　あずま

宮 崎 吉 宏

向 山 文 人

古　屋　未知男

宮 司 幸 雄

橋 本 朝 生

石 田 千 尋

数 野 　 強

小 野 　 正

水 垣 　 彩

乙 黒 幸 江

益 田 洋 美

　 　 　 泰

役　　　　職　　　　等

県市町村教育委員会連合会代表（H22.１まで）

県市町村教育委員会連合会代表（H22.２から）

県社会教育委員代表

山梨文芸協会事務局長

報道関係（山梨日日新聞社論説委員長）

報道関係（テレビ山梨放送本部・報道制作局長）

報道関係（ＮＨＫ甲府放送局副局長）

山梨大学教授

山梨英和大学教授

元山梨県教育長

公募委員

公募委員

前中央市立玉穂生涯学習館館長

県公立小中学校長会代表

県高等学校長協会代表

氏　　　名

阿 毛 久 芳

白 倉 一 由

高　室　陽二郎

中 丸 宣 明

野 山 嘉 正

吉 川 豊 子

役　　　　職　　　　等

都留文科大学教授

山梨英和短期大学名誉教授

元山梨放送社長

山梨大学教授

元放送大学教授

山梨県立大学教授

（任期　平成21年９月29日～平成23年９月28日）

（任期　平成21年３月１日～平成23年２月28日）
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9．組　織

組　　　織　　　図

館　　長

副　館　長

文学館専門委員会山梨県文学館協議会

運営上の専門事項（資料
の収集に関する事項）の
協議

文学館の運営に関する事
項の調査審議及び意見の
具申

総　　 務　　 課 学　　 芸　　 課 資  料  情  報  課

・庶務経理

・文書事務

・財産管理

・施設管理

・文学館協議会

・他の課の所掌に属さな

　い事務

指定管理者
ＳＰＳ・桔梗屋グループ

・施設の管理・運営

・観覧料・使用料の徴収

・総合案内（カウンター、

　受付、監視業務）

・広報及び利用促進に

　関すること

［学芸担当］

・常設展、企画展の企画

　及び運営

・文学に関する調査、研究

・文学に関する相談及び

　指導助言

・館報、研究紀要の発行

・文学館協力会

・特殊資料の収集、整理、

　公開

・文学館専門委員会

［教育普及担当］

・学校及び関係機関との

　連携、協力

・教育普及資料の作成

　発行

・やまなし文学賞

・各種講座、講演会

・文学教室、映画会、

　朗読会

・講師派遣事業

・資料の収集、整理、保管

・図書、雑誌等の公開、

　利用

・閲覧室の利用、広報

・図書、雑誌等データ

　作成、管理

・文献検索システムの

　管理

・レファレンスサービス

・文学に関する調査研究
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職 員 名 簿

　

井 上 康 明

高 室 有 子

保 坂 雅 子

古　守　やす子

名 執 弘 美

中 野 和 子

加 藤 正 彦

佐 藤 明 子

小　林　ますみ

杉 原 眞 理

石 川 泰 平

竹 井 保 久

三　澤　麻須美

戸　澤　きよみ

小 林 幸 代

深　澤　真由美

石 原 　 宝

　　田　あゆみ

望 月 　 綾

学　芸　課

課長（事務取扱）

学　　芸　　員

学　　芸　　員

教 育 主 事

教 育 主 事

学　　芸　　員

非 常 勤 嘱 託

非 常 勤 嘱 託

教育普及担当

教 育 主 事

教 育 主 事

非 常 勤 嘱 託

資料情報課

課長（事務取扱）

情報スタッフ

副 主 幹

主 査

副 主 査

非 常 勤 嘱 託

非 常 勤 嘱 託

非 常 勤 嘱 託

非 常 勤 嘱 託

近 藤 信 行

竹 井 保 久

井 上 康 明

清 水 富 子

上 田 広 樹

中 島 文 彦

長 田 勝 由

丸 山 衛 嗣

市 村 賢 明

中 嶋 栄 子

館　　　　　長

副　館　長（兼）

学　　芸　　幹

総　務　課

課　　　長（兼）

総務管理スタッフ

主　　　査（兼）

主　　　事（兼）

主　　　事（兼）

主　　　事（兼）

主任業務員（兼）

非常勤嘱託（兼）

伊　藤　せい子

岩 井 裕 一

河 合 悠 介

窪 田 幸 明

桑　田　友理子

加 藤 由 一

佐 竹 和 宏

五 味 勇 二

安　達　真由弥

総 支 配 人

支 配 人
広報イベントマネージャー

運 営
マネージャー

経 理 総 務
マネージャー

受付・サービス
マネージャー

施 設 管 理
マネージャー

舞 台 管 理
貸 し 館 担 当

広報・イベント

経 理 ・ 総 務

○平成２１年度

指定管理者（ＳＰＳやまなし）

※(兼)は美術館と兼務。�   

（平成21年４月からの指定管理者制度導入による） 
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